
今後の地震対策のあり方に関する専門調査会報告 
１．検討の流れ 
 
 
 

平成１３年９月～平成１４年４月 
「今後の地震対策のあり方に関する専門調査会」

【課題と展開等の整理】 
計８回開催

平成 14 年４月 23 日 中 央 防 災 会 議 

 

「今後の地震対策の基本的方向」のまとめ
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平成 14 年５月～ 

 
「今後の地震対策のあり方に関する専門調査会」

【中期的展望・当面講ずべき施策等の整理】

６月 14 日 報告素案の検討 

６月 26 日 最終報告のまとめ 
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平成１４年７月４日   中 央 防 災 会 議 
専門調査会から 
「今後の地震対策のあり方について」報告 
政府としての取り組みを決定 
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各種防災計画の見直し・概算要求への反映・その他制度の創出 

平成 13 年６月 28 日 中 央 防 災 会 議 

「今後の地震対策のあり方について」の検討

について総理指示 
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２ 報告の概要 
 
（１）課 題 
■ 阪神・淡路大震災後の対策の残された課題 
・行政の実践的な防災対応能力が脆弱 
 ・個人や企業の防災への参画の仕組みが未整備 
 ・地震防災施設の効率的・効果的な整備手法が未確立 
 

■ 我が国の経済・社会情勢の変化に伴う課題 
・経済成長の鈍化 
 ・地域コミュニティーの衰退 
 ・国民の安全意識の高まり 
・少子高齢化の更なる進展 
・ＩＴをはじめとする技術開発の加速 

 

（２）基本的戦略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

阪神・淡路大震災以降、制度や組

織体制などの地震対策の枠組み

を整備 

阪神・淡路大震災後に高まった 
防災への関心は時とともに次第

に風化 

枠組みの効果的運用や社会定

着を推進し、実効性の向上を図る

可能な限り平常時の社会システ

ムの一部として防災の定着を図

る 

 
実践的な危機管理体制の確立      防災協働社会の実現 

 
 

効率的・効果的な防災対策の推進  先端技術を活用した防災対策の推進 



（３）当面行うべき主な施策 
 
実践的な危機管理体制の確立 
  
■徹底して実践的な地震防災体制の確立 
    具体的手順を明らかにしたマニュアルの作成、専門職員の育成や機動的な専

門組織の整備、医療活動や緊急輸送など各機関間の連携  
■広域的防災体制の確立 
   市町村を越える広域防災活動計画の作成、防災体制や資機材・装備・情報等

の共通化 
 
 

防災協働社会の実現 
 
■住民、企業、ＮＰＯ等と行政の連携による地域の防災対策の推進 
住民、企業、ＮＰＯ等及び行政等の参加・連携により、地域コミュニティに

根ざした防災計画の立案、行政計画への反映  
■ボランティア活動との連携 
ボランティアの参加の仕組みを構築し、コーディネーターを養成 

専門家によるサポート体制及びボランティア参加の仕組みを構築  
■企業防災の推進 
被災地への物資・サービスの提供等の多様な機能を発揮できる企業との連携

の仕組みを構築 

防災の観点からの企業評価の確立等により、従業員・顧客の安全確保、経済

損失の最小化 
 
■防災情報共有社会の実現 
各防災関係機関の間やそれらと住民等との間で防災情報を共有するシステム

を構築  
■震災に強い都市の整備 
民間事業者や土地所有者がプロジェクトのメリットを感じるような開発手法

の活用など震災に強い都市基盤の整備を推進 

 
 
効率的・効果的な防災対策の推進 
 
■限られた予算の中でのメリハリのある対策の推進 
地震防災施設に関する整備指標やあるべき水準、地震防災体制を客観的に評

価する指針を作成し、これらを着実に実行していくための仕組みを展開   

実践的な危機管理体制の確立 

防災協働社会の実現 

効率的・効果的な防災対策の推進 



■住宅や防災上重要な公共建築物等の耐震化の推進 
ハザードマップの作成等と耐震診断・耐震改修等ソフト・ハード両面からの

総合的施策を展開する耐震化推進のプログラム等を実施  
■防災への経済原理の導入 
防災に着目した製品の性能標準の設定や防災配慮型製品の表示等防災性に優

れた製品等が市場において評価される仕組みを構築  
 

先端技術を活用した防災対策の推進 
 
■ＩＴを駆使した情報システムの開発 
ＩＴを駆使し発災直後から復旧・復興を見通した防災情報システムを開発。  
■各種バリアを解消する技術・システムの開発 
災害時に援護を必要とする人々についての情報伝達、避難誘導の技術や立ち

入り困難な場所での活動ができるロボット等を開発 
 
■便利脆弱社会の弊害を克服する技術・システムの開発 
災害時の停電や通信遮断等による混乱を克服できる平常時のシステムを開発。 

 

（４）戦略的プログラムとフォローアップ 
 
■当面行うべき施策のうち、以下のものについて、いつまでにどのように具体化
を図るかの手順を早急に確立する。 
 
   ①実践的マニュアルの整備等による実践的地震防災体制整備 
  
  ②各防災機関の防災情報共有化のグランドデザイン 
  
  ③地域の住民や企業等の参画による防災対策と行政への反映 
  
  ④住宅や防災上重要な公共建築物の耐震化 
  
⑤防災システムの標準化や道路ネットワーク等の構築等広域防 
災体制の確立 

  
  ⑥防災への経済原理の導入 
 
⑦先端技術を活用した防災対策推進のための産・学・官連携 

 
 
■中央防災会議等の場を活用し、当面行うべき具体的施策等の実施状況等を 
今後も点検しフォローアップを実施 

先端技術を活用した防災対策の推進 




